
投資事業評価調書（新規） 

部課室名 
県土整備部土木局 

河川整備課 

記入責任者職氏名

（担当者氏名）
河川整備課長 合田 仁 
(企画整備班主幹 藤田 幸治) 

内線
4408 

(4437) 

事業 
種目 

事業名 事業区間 総事業費 
内用地 
補償費 

着手予定 
年度 

完了予定 
年度 

河川 

事業 
二級河川 千種川水系鞍

くら

居
い

川 
広域河川改修事業 

赤穂郡 

上郡町 

上
かみ

郡
ごおり

～尾
お

長
なが

谷
だに

9.8 億円   － 億円 平成30年度平成34年度

事 業 目 的 事 業 内 容 

河川整備計画に基づき、平成16年台風第21号と同規模の降雨

で発生する洪水に対して浸水被害を軽減するため、当該事業を

実施し、早期に流域全体の治水安全度を向上させる。 

計画流量 350  /s 

（基準点：建
けん

武
ぶ

橋
ばし

） 

現況流下能力 158  /s 

整備延長 2,900ｍ 

河道掘削 2,000ｍ 

築堤(ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ) 550ｍ 
 統合井堰 ２基(現況５基) 

〔負担割合 国:50％, 県:50％〕 

評価視点 評価結果の説明 

(1)必要性 ① 昭和51年、平成16年に甚大な浸水被害が発生している。〔鞍居川流域〕 
・昭和51年台風第17号〔床上浸水57戸、床下浸水370戸〕 
・平成16年台風第21号〔床上浸水130戸、床下浸水281戸、浸水面積48ha〕 

② 事業箇所の現況流下能力は、158m3/s(千種川合流点より 2.3 ㎞上流付近)であり、金
か

出
な

地
じ

ダム建設後の計画流量 350m3/s に対し 192 m3/s 不足している。 

③ 事業対象区間の沿川には家屋が密集し、上郡小学校等の公共施設や避難場所も隣

接しているため、早期に治水安全度を向上させ、地域住民の安全・安心を確保す

る必要がある。 

(2)有効性 

・効率性

(執行環境状況)

① 費用便益比 B/C=9.49 ※河川整備計画全体7.4kmの整備後 

② 今回は河川整備計画全体延長7.4㎞のうち、下流部2.9㎞の河川改修に着手する。上
流部に建設した金出地ダムの洪水調節と合わせ、河川整備計画の目標洪水である平
成16年台風第21号と同規模の降雨で発生する洪水に対し浸水被害の軽減を図り、地
域住民の安全安心を確保する。 

・千種川水系河川整備基本方針は平成21年3月、千種川水系河川整備計画は平成24年6
月に策定済み。 

・当該事業については地元からの早期事業着手の要望がある。 

(3)環境適合性 河床掘削において、澪筋を可能な限り保全・復元することにより、生物の生活環境
への影響を最小限にとどめる。 

(4)優先性 ① 河川整備計画において、上流部の金出地ダム建設と下流部の河川改修を位置付け
ている。金出地ダムの本体工を平成23年度～28年度で整備を完了させており、引
き続き下流部の河川改修に着手し、流域全体の治水安全度を向上させる。 

② 平成16年台風第21号では、家屋が密集する下流部中心市街地で甚大な浸水被害が発
生しており、治水安全度向上の優先性が非常に高く、早期の事業着手が必要である。 
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佐用町

たつの市

金出地ダム
上郡町

相生市

位 置 図

（主）赤穂佐伯線

上郡町役場

上郡駅 JR山陽本線

事業諸元

延 長：2,900ｍ
総事業費：9.8億円
事業期間：H30～H34出典：国土地理院電子地形図

承認番号 平29情複 第295号

凡 例

：浸水範囲
(S51.9台風第17号洪水)

：浸水範囲
(H16.9台風第21号洪水)

：流域界

：国道

：県道

：事業区間

：基準点（建武橋）

事業箇所

二級河川鞍居川
延長2,900m

事業概要 二級河川 千種川水系鞍居川 広域河川改修事業（上郡町上郡～尾長谷）
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気部谷橋

平面図
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井堰統合

②
写真

横断図 A－A’

①

②

③

下流左岸の浸水状況

1.2k右岸付近の被災状況

河道内の状況（2.0k付近）

河床掘削

事業の必要性 度重なる浸水被害を軽減

出典：上郡町都市計画基本図

発生年月 名称
浸水家屋数（戸）

浸水
面積

床上 床下 合計 （ ）

S51.9.8～13 台風第17号 57 370 427 －

H16.9.28～30 台風第21号 130 281 411 48

浸水実績（鞍居川流域）

上郡小学校 祇園橋

今川橋

井堰統合

築堤
(ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ)
200m

築堤
(ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ)
200m

③
写真

河床掘削上流の
井堰に統合

HWL

築堤
(ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ)

河床掘削

約75m 築堤
(ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ)

建武橋

凡例

：S51.9台風第17号浸水範囲

：H16.9台風第21号浸水範囲

：整備箇所（築堤(ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ)、河床掘削）

：整備箇所（井堰）

：整備箇所（撤去統合される井堰）

写真
①

柳川橋

天神橋
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１．スケジュール 

２．事業効果について 

（１）費用対効果 

①便益（Ｂ）の項目 
１）便益＝治水事業を実施することによる被害軽減期待額を現在価値化被害額＝一般資産被害（家屋、家

庭用品、事業所償却資産、農漁家償却資産等）＋農産物被害＋公共土木施設等被害＋営業停止被害＋

応急対策費用 

２）費用＝「建設費＋維持管理費」を現在価値化 

治水経済調査マニュアル（案）国土交通省河川局平成17年4月 

②費用便益比（Ｂ／Ｃ）算出根拠 

便益（Ｂ） 費用（Ｃ） 
Ｂ／Ｃ 総便益費 

（百万円） 
代表的な効果 

総費用 
（百万円） 

事業費 
（百万円） 

維持管理費 
（百万円） 

24,530 浸水面積113ha解消 2,586 2,321 265 9.49 

 ※鞍居川全域の効果  

（２）費用対効果に含まれない効果 

河道＋流域のモデル化 

各メッシュの資産、地盤標高の設定 

氾濫解析 

氾濫区域内資産額の算定 

年平均被害軽減期待額の算定 

費用便益比 

・流域は 50m 四方のメッシュに分割 

・メッシュごとに、人口、資産（戸数、事業所数、

面積など）、地盤高を設定 

・整備計画流量をもとに氾濫解析を実施 

・メッシュデータと氾濫解析結果より被害額を算定 

・洪水の生起確率毎の被害額、年平均被害軽減額を算定 

・年平均被害軽減額から算定される便益と建設費用を 

現在価値化して費用便益比を算定 

①人的被害の軽減 

②道路の交通途絶による波及被害の軽減 

③医療・社会福祉施設、防災拠点施設、文化施設等への被害の軽減 

④ライフラインの停止による波及被害の軽減 

⑤水害廃棄物の発生の軽減 

⑥多様な生物の生活環境の保全・再生・創出 

＜凡例＞ 

実施計画 

右岸 左岸

測量・調査・設計

築堤(ﾊﾟﾗﾍﾟｯﾄ)

井堰設置(２基)

旧堰撤去(５基)

河道掘削

H30 H31 H32 H33 H34

河川-4



河川事業の効果 

        対象事業：広域河川改修事業 鞍居川 

（１）費用対効果

評価の視点 効 果 項 目 (費用対効果の便益内容) 

治水安全度の向上 
浸水被害の軽減 

・一般資産被害 

 (家屋、家庭用品、事業所償却資産、 

 農業家償却資産等) 

・農産物被害、公共土木施設等被害、 

 営業停止被害、応急対策費用

（２）費用対効果に含まれない効果

評価の視点 効果項目 該当する事業内容等 

社会経済活動等の安定 

人的被害の軽減 ○
浸水区域内人口 1,024 人、災害時要援

護者 394 人を解消、最大孤立者（避難

率 40%）320人を解消 

道路、鉄道等の交通途絶による波及被害の

軽減 
○

県道 28 号（上郡末広線）の交通途絶

を解消 （交通量 3,342 台/日） 

医療・社会福祉施設、防災拠点施設、文化

施設等の被害の軽減 
○ 医療施設 1施設の浸水被害が解消 

ライフラインの停止による波及被害の軽

減 
○

電力停止による影響 280 人、ガス停止

による影響 123 人、上水道停止による

影響 34 人、通信（固定）の停止によ

る影響 289人の解消、通信（携帯）の

停止による影響 222 人の解消 

水害廃棄物の発生の軽減 ○
水害廃棄物 604t、処理費用 16,915 千

円の解消 

魅力ある河川空間の創造 

多様な生物の生活環境の保全・再生・創出 ○

・河床掘削においては、現状の瀬・淵

環境を保全する。 

・井堰改築にともない魚道を設置し、

縦断的な連続性を回復する。 

親水空間の整備・景観への配慮 － － 

                              ※○印は当該事業効果の主な項目 

（３）地域からの要望状況等 

要望状況等 

地元自治会・上郡町から浸水対策や早期事業着手について要望書が提出されている。
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